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令和４年度岡山県県民経済計算について 

 このたび、令和４年度岡山県県民経済計算の推計結果がまとまりましたので、お

知らせします。 

記 

【令和４年度岡山県県民経済計算の概要について】 

（１）経済成長率 【名目】4.7 ％減 【実質】2.5 ％増 

名目経済成長率は 4.7 ％減となった。また、物価変動の影響を取り除いた実質経済成長率

は 2.5 ％増となった。 

（２）県内総生産 【名目】7 兆 3,450 億円 【実質】7兆 9,399 億円 

県内総生産の名目は、原油高の影響で製造業のうち石油・石炭製品が大きく減少したこと

により、前年度と比べ3,663億円減となり、２年ぶりの減少となった。一方、物価変動の影響

を取り除いた実質は 1,954 億円増となり、２年連続の増加となった。 

（３）県民所得 4 兆 7,544 億円（前年度比 7.9 ％減） 

企業所得の減少により、県民所得は前年度比 7.9 ％減となり、２年ぶりの減少となった。 

（４）１人当たり県民所得  255 万 3 千円（前年度比 7.3 ％減） 

県民所得を岡山県の総人口で除した１人当たり県民所得１）は、前年度比 7.3 ％減となり、

２年ぶりの減少となった。 

 

注 １）「１人当たり県民所得」は、県民所得の総額（雇用者報酬の他に財産所得や企業所得が含まれる）

を県の総人口で除したもので、個人の所得（給与）水準を表したものではない。 

実額 増加率 実額 増加率 実額 増加率 実額 増加率

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 千円 ％

H23 73,221 - 76,723 - 49,680 - 2,559 -

H24 71,207 ▲ 2.8 75,041 ▲ 2.2 48,570 ▲ 2.2 2,507 ▲ 2.0

H25 74,497 4.6 79,002 5.3 51,671 6.4 2,675 6.7

H26 74,159 ▲ 0.5 76,707 ▲ 2.9 49,677 ▲ 3.9 2,579 ▲ 3.6

H27 79,060 6.6 78,862 2.8 54,143 9.0 2,818 9.3

H28 78,089 ▲ 1.2 77,469 ▲ 1.8 53,622 ▲ 1.0 2,798 ▲ 0.7

H29 79,737 2.1 79,326 2.4 55,149 2.8 2,886 3.1

H30 78,432 ▲ 1.6 78,759 ▲ 0.7 52,818 ▲ 4.2 2,774 ▲ 3.9

R1 77,045 ▲ 1.8 76,903 ▲ 2.4 52,215 ▲ 1.1 2,753 ▲ 0.8

R2 75,442 ▲ 2.1 73,232 ▲ 4.8 49,815 ▲ 4.6 2,638 ▲ 4.2

R3 77,112 2.2 77,446 5.8 51,649 3.7 2,753 4.4

R4 73,450 ▲ 4.7 79,399 2.5 47,544 ▲ 7.9 2,553 ▲ 7.3

年度
名目県内総生産 実質県内総生産 県民所得 １人当たり県民所得
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利 用 上 の 注 意 

１ 令和４年度岡山県県民経済計算は、2008 年国民経済計算体系（2008SNA）に基づいて内閣府が
提示した「県民経済計算標準方式（2015 年（平成 27 年）基準版）」に準拠して推計したもので
す。 

 
２ 県民経済計算は、遡及改定された国民経済計算の数値を取り入れるなど、最新の統計資料を

用いて再推計を行うとともに、必要に応じて推計方法を見直すなど、過去の推計値の遡及改定
を行っています。 

  したがって、過年度の計数を利用する場合にも、最新の報告書及び統計表の計数を御利用く
ださい。 

  また、過去に公表した平成 22 年度以前の数値は、基準年が異なるため、接続しておりません
ので御注意ください。 

 
３ 令和元年度の県民経済計算から、平成 27 年基準改定による推計方法、概念、表章形式等を導

入しており、それ以前との主な変更点は以下のとおりです。 
(1)  デフレーターの基準年を平成 23年から平成 27年に変更。 
(2)  国民経済計算の平成 27年基準改定に合わせて、以下の変更等を実施。 

① 平成 27 年産業連関表で新たに反映された「改装・改修（リフォーム・リニューアル）」
を計上。 
② 2008SNA 対応として、「娯楽作品原本の資本化」を反映。 
③ 経済活動を適切に把握するため「住宅宿泊事業」を反映。 

 (3) 2008SNA の準地域概念を導入し、一般政府を「中央政府等」（中央政府及び全国単位の社会
保障基金並びにそれらの地域事務所）と「地方政府等」（地方政府及び地方単位の社会保障
基金）に分け、中央政府等はどの地域にも属さない域外（準地域）に位置するとの扱いに変
更。 

 
４ この概要及び統計表における国の数値は、「２０２２年度（令和４年度）国民経済計算年次

推計」（内閣府経済社会総合研究所）によるものです。 
 
５ 統計表やグラフなどの数値は、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の和が一致し

ない場合があります。 
 
６ この概要及び統計表における符号の用法は次のとおりです。 
    「▲」「-」 ············· 負数 
           「－」 ·················· 皆無又は該当数値なし 
    「０」「０．０」 ········ 単位未満 
 
７ 対前年度増加率は次式により算出しました。 

（Ｘ１－Ｘ０）／Ｘ０の絶対値 × 100  ※Ｘ１：当年度の計数、 Ｘ０：前年度の計数 
これにより、マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小した場合の増加率の符

号はプラスで表示されます。 
 
８ 実質値は、2015 暦年（平成 27 暦年）連鎖価格です。 
  連鎖方式による実質値は、加法整合性が成立しないため、総数と内訳は一致しません。 
 
９ 問い合わせ先    
   〒700-8570 
      岡山市北区内山下２丁目４番６号 
   岡山県総合政策局 統計分析課 分析活用班 
      電話 086-226-7258 （直通） 

https://www.pref.okayama.jp/page/detail-45495.html 
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【参考】 

１ 県民経済計算とは 

   県民経済計算は、県における経済活動を生産・分配・支出の三面からとらえ、県経済の規

模や構造、循環を総合的、体系的に明らかにする統計です。 

２ 推計方法 

 国勢調査など数多くの統計調査（一次統計）や直接照会データを基に加工、計算して作成

する二次統計です。国勢調査と次の国勢調査の間のように調査が行われない年については、

統計処理により推計しています。 

３ 県民経済計算の相互関連図（令和４年度、名目値） 

 

注意１）図の構成項目の横幅は、金額を示すものではありません。 

２）端数処理上、合計と内訳が一致しない場合があります。 

令和４年度　県民経済計算の相互関連図

（単位：億円）

１ 県内産出額

（市場価格表示） 県内総生産（市場価格表示） 中間投入

187,494 73,450 114,044

２ 県内総生産

（市場価格表示） 県内純生産（市場価格表示）

73,450 21,969
生産・輸入品に課される税（中央政府、地方政府）

（控除）補助金（中央政府、地方政府）

３ 県内純生産

（市場価格表示） 県内純生産（要素費用表示）

51,480 8,009

4,073

４ 県民純生産

（要素費用表示） 県内純生産（要素費用表示）

47,544

５ 県民所得 　

（要素費用表示） 県民雇用者報酬 企業所得

47,544 39,027 5,244
生産・輸入品に課される税（地方政府）

（控除）補助金（地方政府）

６ 県民所得

（第1次所得ﾊﾞﾗﾝｽ） 県民所得（要素費用表示）

49,470

７ 県民可処分所得

（市場価格表示） 県民所得（要素費用表示）

57,690

８ 県内総生産 移出入等

（市場価格表示） 民間最終消費支出 ▲ 8,174

73,450 　移出入（純）

6,476

　統計上の不突合

▲ 14,650

4,073

９ 県民総所得

（市場価格表示） 県内総生産（市場価格表示）

77,523

注意 １）端数処理上、合計と内訳が一致しない場合があります。

２）図の構成項目の横幅は、金額を正確に示すものではありません。

固定資本

減耗

51,480

43,471

┌域外からの要素所得(純)

43,471

所得

3,273

47,544 1,925

生

産

面

47,544 1,925 8,220

支

出

面

地方政府等

┌域外からの要素所得(純)

73,450

総固定資本形成

分

配

面

財産

在庫変動

最終消費支出

44,913 13,627

23,083

21,667

1,416

県内総資本形成

経常移転の

受取（純）
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１ 令和４年度日本経済の概要 

経済成長率【名目】2.3％増（２年連続のプラス） 

【実質】1.5％増（２年連続のプラス） 

 

 令和４年度の日本経済は、ウィズコロナからコロナ禍後へと移行する中で、経済社会活動の正

常化が進み、旅行・外食等のサービス消費の回復が続いた。設備投資も企業の好調な収益や高い

投資意欲により持ち直した。 

 一方、ロシアによるウクライナ侵攻や円安の急速な進展などから、物価の記録的な上昇が続

き、家計・企業の活動に大きな影響を与えた。 

（参考資料：内閣府「令和５年度 年次経済財政報告」）

２ 令和４年度岡山県経済の概要 

（１）経済成長率 【名目】4.7 ％減 【実質】2.5 ％増 

名目経済成長率は 4.7 ％減となった一方、物価変動の影響を取り除いた実質経済成長率は

2.5 ％増となった。（表１、図１、３） 

 （２）県内総生産 【名目】7兆 3,450 億円 【実質】7兆 9,399 億円 

県内総生産の名目は、原油高の影響で製造業のうち石油・石炭製品が大きく減少したこと

（5、7ページ参照）に伴い、前年度に比べ 3,663 億円減となり、２年ぶりの減少となった。

一方、実質は 1,954 億円増となり、２年連続の増加となった。（表１） 

（３）県民所得 4 兆 7,544 億円（前年度比 7.9 ％減） 

企業所得の減少により、県民所得は前年度に比べ 7.9 ％減となり、２年ぶりの減少となっ

た。（表１） 

（４）１人当たり県民所得  255 万 3 千円（前年度比 7.3 ％減） 

県民所得を岡山県の総人口で除した１人当たり県民所得は、255万 3千円となり、２年ぶり

の減少となった。（表１、図２、３） 

 

表１ 県民経済計算の概要 

 

注意１）県内総生産の実質値は、連鎖方式(平成 27 暦年連鎖価格)による。 

２）「１人当たり県民所得」は、県民所得の総額（雇用者報酬の他に財産所得や企業所得が含まれ

る）を県の総人口で除したもので、個人の所得（給与）水準を表したものではない。 

３）平成 27 年基準改定に伴い、中央政府等に係る一部の推計値が、どの地域にも属さない域外(準地

域)の取扱となったことから、「県民所得」と「国民所得」では推計の概念に違いが生じており、単

純に両者を比較することはできない。 

対前年度 対前年度

増加額 増加率(％)

名目 77,112 73,450 ▲ 3,663 ▲ 4.7

実質 77,446 79,399 1,954 2.5

51,649 47,544 ▲ 4,104 ▲ 7.9

2,753 2,553 ▲ 200 ▲ 7.3

名目 5,536,423 5,664,897 128,474 2.3

実質 5,436,493 5,518,139 81,646 1.5

3,957,723 4,089,538 131,815 3.3

3,153 3,274 121 3.8

国

国内総生産（億円）

国民所得（億円）

１人当たり国民所得（千円）

令和４年度

県

県内総生産（億円）

県民所得（億円）

１人当たり県民所得（千円）

項目 令和３年度
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図１ 実質経済成長率の推移 

 

図２ １人当たり県民所得の推移 
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図３ 県経済成長率と１人当たり県民所得増加率の推移 

 
 

 

  

-2.8

4.6

-0.5

6.6

-1.2

2.1

-1.6 -1.8
-2.1

2.2

-4.7
-2.2

5.3

-2.9

2.8

-1.8

2.4

-0.7

-2.4

-4.8

5.8

2.5

-2.0

6.7

-3.6

9.3

-0.7

3.1

-3.9

-0.8

-4.2

4.4

-7.3

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（％）

（年度）

名目経済成長率

実質経済成長率

１人当たり県民所得



5 

３ 県内総生産（生産側、名目） 

  令和４年度の県内総生産は、名目で 7兆 3,450 億円で、前年度比 4.7％の減少となった。 

  産業別では、第１次産業は、768 億円で、農業及び水産業の増加により、前年度比 3.3％増と

なった。 

第２次産業は、2 兆 2,305 億円で、大きなウエイトを占める製造業の減少により、前年度比

18．3％減となった。 

  第３次産業は、4 兆 9,867 億円で、運輸・郵便業などの増加により、前年度比 2.1％増となっ

た。（表２） 

 

表２ 経済活動別県内総生産（生産側、名目） 

 

 

 

※寄与度とは、全体の変動に対して、各構成項目の変動がどの程度影響を与えているかを表す指標 

寄与度（％）＝(当年度の当該計数－前年度の当該計数)÷前年度の計数の合計×100  

 

（単位：億円、％）

実額 対前年度増加率

３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度

１　農林水産業 743 768 ▲ 0.9 3.3 1.0 1.0 ▲ 0.01 0.03

　(1)農業 660 689 ▲ 1.3 4.5 0.9 0.9 ▲ 0.01 0.04

　(2)林業 51 44 19.4 ▲ 13.8 0.1 0.1 0.01 ▲ 0.01

　(3)水産業 33 35 ▲ 15.9 6.0 0.0 0.0 ▲ 0.01 0.00

743 768 ▲ 0.9 3.3 1.0 1.0 ▲ 0.01 0.03

２　鉱業 65 79 ▲ 5.8 21.1 0.1 0.1 ▲ 0.01 0.02

３　製造業 23,727 18,735 5.6 ▲ 21.0 30.8 25.5 1.65 ▲ 6.47

４　建設業 3,523 3,491 ▲ 1.6 ▲ 0.9 4.6 4.8 ▲ 0.08 ▲ 0.04

27,315 22,305 4.5 ▲ 18.3 35.4 30.4 1.57 ▲ 6.50

５　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 2,169 1,848 2.3 ▲ 14.8 2.8 2.5 0.06 ▲ 0.42

６　卸売・小売業 7,482 7,826 5.8 4.6 9.7 10.7 0.54 0.45

７　運輸・郵便業 3,636 4,019 ▲ 10.9 10.5 4.7 5.5 ▲ 0.59 0.50

８　宿泊・飲食サービス業 867 1,111 ▲ 12.1 28.3 1.1 1.5 ▲ 0.16 0.32

９　情報通信業 2,170 2,131 ▲ 3.9 ▲ 1.8 2.8 2.9 ▲ 0.12 ▲ 0.05

10  金融・保険業 2,696 2,898 7.6 7.5 3.5 3.9 0.25 0.26

11  不動産業 9,041 9,212 1.7 1.9 11.7 12.5 0.20 0.22

12  専門・科学技術、業務支援サービス業 3,253 3,035 ▲ 4.8 ▲ 6.7 4.2 4.1 ▲ 0.22 ▲ 0.28

13  公務 3,341 3,337 0.7 ▲ 0.1 4.3 4.5 0.03 ▲ 0.00

14  教育 3,354 3,378 1.5 0.7 4.3 4.6 0.06 0.03

15  保健衛生・社会事業 7,846 7,981 2.2 1.7 10.2 10.9 0.22 0.18

16  その他のサービス 2,977 3,092 8.4 3.8 3.9 4.2 0.31 0.15

48,832 49,867 0.9 2.1 63.3 67.9 0.59 1.34

76,890 72,940 2.2 ▲ 5.1 99.7 99.3 2.16 ▲ 5.12

1,590 1,938 19.2 21.8 2.1 2.6 0.34 0.45

1,368 1,428 18.5 4.4 1.8 1.9 0.28 0.08

77,112 73,450 2.2 ▲ 4.7 100.0 100.0 2.2 ▲ 4.7

寄与度※

17  小計 （１～16計）

18  輸入品に課される税・関税

19  （控除）総資本形成に係る消費税

20  県内総生産（17+18-19）

第３次産業（５～16計）　

経済活動の種類
構成比

第１次産業（１計）　

第２次産業（２～４計）　
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○ 経済活動別構成比の特化係数  

  経済活動別県内総生産（名目）の構成比において、国値に対する県値の割合である特化係数

で県の産業構造の特徴をみると、製造業が 1.33 と高いことがわかる。（図４） 

 

図４ 経済活動別県内総生産（名目）の特化係数※ 

 

 

 

 

※特化係数とは、国の基準値1.0を基準として県産業の特色を表しており、1.0を超えている

産業は県の特化した産業とみることができる。 

   特化係数＝県内総生産構成比÷国内総生産構成比 

 

(1.05) (1.07)

(0.91)

(1.33)

(1.05)

(0.75)

(1.16)

(0.95)

(0.59)

(0.88)

(1.08)

(0.45)

(0.87)

(1.35)

(1.31)

(1.08)

0.0

0.5

1.0

1.5

農林水産業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・水道

・廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融・保険業

不動産業

専門・科学技術、

業務支援サービス業

公務

教育

保健衛生・社会事業

その他のサービス

岡 山 県

注
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○ 経済活動別寄与度  

  県内総生産（名目）の経済活動別の寄与度は、運輸・郵便業で 0.5 ％増となった一方、製造

業で 6.47％減となった。（図５） 

 

図５ 県内総生産（名目）の対前年度増加率に対する経済活動別寄与度 

 

 

○ 製造業の業種別寄与度 

  製造業の県内総生産（名目）の業種別の寄与度は、輸送用機械で 3.4 ％増となった一方、石

油・石炭製品で 17.93 ％減となった。（図６） 

 

図６ 製造業の対前年度増加率に対する業種別寄与度 
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情報通信業
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その他のサービス
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0.37

-1.44
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４ 経済活動別総生産（生産側、実質）  

  令和４年度の県内総生産は、物価変動を除いた実質で 7 兆 9,399 億円となり、前年度比 2.5 

％の増加となった。 

  産業別では、第１次産業は、756 億円で、農業、林業の増加により前年度比 6.3％増となった。 

第２次産業は、2 兆 9,691 億円で、大きなウエイトを占める製造業の増加により、前年度比

2.7％増となった。 

  第３次産業は、4 兆 8,692 億円で、宿泊・飲食サービス業などの増加により、前年度比 2.5％

増となった。（表３） 

 

表３ 経済活動別県内総生産（生産側、実質※） 

 
 

※平成 27 暦年連鎖価格方式 

 

（単位：億円、％）

実額 対前年度増加率 構成比 寄与度

３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度

１　農林水産業 711 756 11.0 6.3 0.9 1.0 0.10 0.06

　(1)農業 648 696 13.0 7.4 0.8 0.9 0.10 0.06

　(2)林業 36 36 ▲ 3.1 0.6 0.0 0.0 ▲ 0.00 0.00

　(3)水産業 27 25 ▲ 7.1 ▲ 6.9 0.0 0.0 ▲ 0.00 ▲ 0.00

711 756 11.0 6.3 0.9 1.0 0.10 0.06

２　鉱業 55 45 ▲ 17.7 ▲ 18.6 0.1 0.1 ▲ 0.02 ▲ 0.01

３　製造業 25,586 26,431 19.3 3.3 33.0 33.3 5.66 1.09

４　建設業 3,249 3,210 ▲ 4.2 ▲ 1.2 4.2 4.0 ▲ 0.19 ▲ 0.05

28,919 29,691 16.0 2.7 37.3 37.4 5.45 1.00

５　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 2,079 2,037 2.7 ▲ 2.0 2.7 2.6 0.08 ▲ 0.05

６　卸売・小売業 6,916 7,023 3.6 1.6 8.9 8.8 0.33 0.14

７　運輸・郵便業 3,388 3,774 ▲ 9.3 11.4 4.4 4.8 ▲ 0.47 0.50

８　宿泊・飲食サービス業 826 1,035 ▲ 8.8 25.3 1.1 1.3 ▲ 0.11 0.27

９　情報通信業 2,347 2,375 ▲ 2.1 1.2 3.0 3.0 ▲ 0.07 0.04

10  金融・保険業 2,955 3,162 11.7 7.0 3.8 4.0 0.42 0.27

11  不動産業 9,007 9,238 1.1 2.6 11.6 11.6 0.14 0.30

12  専門・科学技術、業務支援サービス業 2,967 2,758 ▲ 8.0 ▲ 7.0 3.8 3.5 ▲ 0.35 ▲ 0.27

13  公務 3,243 3,181 ▲ 0.8 ▲ 1.9 4.2 4.0 ▲ 0.04 ▲ 0.08

14  教育 3,276 3,319 0.2 1.3 4.2 4.2 0.01 0.06

15  保健衛生・社会事業 7,836 8,105 3.2 3.4 10.1 10.2 0.33 0.35

16  その他のサービス 2,831 2,866 6.9 1.3 3.7 3.6 0.25 0.05

47,514 48,692 0.7 2.5 61.4 61.3 0.45 1.52

77,231 79,227 6.1 2.6 99.7 99.8 6.08 2.58

1,266 1,226 ▲ 4.8 ▲ 3.2 1.6 1.5 ▲ 0.09 ▲ 0.05

1,041 1,034 17.0 ▲ 0.7 1.3 1.3 0.21 ▲ 0.01

77,446 79,399 5.8 2.5 100.0 100.0 5.8 2.5

21  開差　（20－17－18＋19） -11 -20

18  輸入品に課される税・関税

19  （控除）総資本形成に係る消費税

20  県内総生産（17+18-19）

経済活動の種類

第１次産業（１計）　

第２次産業（２～４計）　

第３次産業（５～16計）　

17  小計 （１～16計）
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５ 県民所得 （分配） 

  令和４年度の県民所得は、総額 4 兆 7,544 億円で前年度に比べ 7.9％減となり、２年ぶりの

減少となった。項目別の前年度比は、県民雇用者報酬が 2.5％増、財産所得（非企業部門）が

0.2％増だった一方、企業所得が 49.2％減となり、企業所得の減少※が大きな影響をもたらした。 

  １人当たり県民所得は、255 万 3 千円で前年度比 7.3％減となった。（表４、図７、８） 

 

表４ 県民所得の分配 

 

 

図７ 県民所得の推移 

 
 

 

※ 生産側の名目県内総生産（5 ページ）と製造業の業種別寄与度（7 ページ）を参照 

（単位：億円、％）

実額 対前年度増加率 構成比 寄与度

３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度

１ 雇用者報酬 38,061 39,027 ▲ 1.1 2.5 73.7 82.1 ▲ 0.86 1.87

  (1) 賃金・俸給 32,416 33,269 ▲ 1.4 2.6 62.8 70.0 ▲ 0.95 1.65

　(2) 雇主の社会負担 5,645 5,758 0.8 2.0 10.9 12.1 0.09 0.22

２ 財産所得(非企業部門) 3,268 3,273 5.7 0.2 6.3 6.9 0.35 0.01

　(1) 一般政府（地方政府等） ▲ 19 ▲ 0 ▲ 210.0 99.6 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.07 0.04

　(2) 家計 3,226 3,205 6.7 ▲ 0.7 6.2 6.7 0.40 ▲ 0.04

　(3) 対家計民間非営利団体 60 68 19.5 14.2 0.1 0.1 0.02 0.02

３ 企業所得 10,320 5,244 25.4 ▲ 49.2 20.0 11.0 4.19 ▲ 9.83

　(1) 民間法人企業 4,989 138 68.6 ▲ 97.2 9.7 0.3 4.07 ▲ 9.39

　(2) 公的企業 493 307 40.5 ▲ 37.7 1.0 0.6 0.29 ▲ 0.36

　(3) 個人企業 4,839 4,798 ▲ 1.7 ▲ 0.8 9.4 10.1 ▲ 0.17 ▲ 0.08

４ 県民所得(要素費用表示)(１＋２＋３) 51,649 47,544 3.7 ▲ 7.9 100.0 100.0 3.7 ▲ 7.9

５ 生産・輸入品に課される税(控除)補助金（地方政府） 1,810 1,925 ▲ 2.7 6.4

６ 県民所得(第１次所得バランス)（４＋５） 53,459 49,470 3.5 ▲ 7.5

７ 経常移転の受取(純) 9,733 8,220 ▲ 17.1 ▲ 15.5

８ 県民可処分所得 (６＋７) 63,193 57,690 ▲ 0.3 ▲ 8.7

岡山県総人口（単位：人） 1,876,265 1,862,317 ▲ 0.6 ▲ 0.7

１人当たり県民所得（単位：千円） 2,753 2,553 4.4 ▲ 7.3

項目

3,583 3,617 3,693 3,768 3,785 3,863 3,910 3,753 3,793 3,849 3,806 3,903

305 306 322 319 322 308 324
305 306 309 327 327

1,081 934
1,152 880

1,308 1,191 1,281
1,224 1,122 823 1,032

524

4,968 4,857

5,167
4,968

5,414 5,362 5,515
5,282 5,222

4,982
5,165

4,754

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

（十億円） 企業所得 財産所得 雇用者報酬
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図８ 県民所得の対前年度増加率と項目別寄与度 
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６ 県内総生産（支出側、名目） 

令和４年度の県内総生産（名目）は、生産側と同じく 7兆 3,450 億円で、前年度比 4.7％減と

なった。項目別の前年度比は、民間最終消費支出が 5.8％増、地方政府等最終消費支出が 1.9％

増、県内総資本形成が 0.9％増となった。（表５、図９） 
 

表５ 県内総生産（支出側、名目）  

 

 

図９ 名目経済成長率と項目別寄与度の推移 

 

  

（単位：億円、％）

３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度

１ 民間最終消費支出 42,432 44,913 3.2 5.8 55.0 61.1 1.7 3.2

    (1)家計 41,252 43,737 3.5 6.0 53.5 59.5 1.8 3.2

    (2)対家計民間非営利団体 1,181 1,176 ▲ 6.1 ▲ 0.3 1.5 1.6 ▲ 0.1 ▲ 0.0

２ 地方政府等最終消費支出 13,372 13,627 0.6 1.9 17.3 18.6 0.1 0.3

３ 県内総資本形成 22,866 23,083 12.8 0.9 29.7 31.4 3.4 0.3

   (1)総固定資本形成 22,475 21,667 5.4 ▲ 3.6 29.1 29.5 1.5 ▲ 1.0

　   ａ.民間 18,744 18,080 6.2 ▲ 3.5 24.3 24.6 1.5 ▲ 0.9

　　    (a)住宅 3,155 3,237 ▲ 2.6 2.6 4.1 4.4 ▲ 0.1 0.1

　　　  (b)企業設備 15,590 14,844 8.2 ▲ 4.8 20.2 20.2 1.6 ▲ 1.0

　   ｂ.公的 3,731 3,587 1.6 ▲ 3.9 4.8 4.9 0.1 ▲ 0.2

   (2)在庫変動 391 1,416 － － 0.5 1.9 1.9 1.3

４ 財貨・サービスの移出入(純)・

　 統計上の不突合
▲ 1,559 ▲ 8,174 － － ▲ 2.0 ▲ 11.1 ▲ 3.0 ▲ 8.6

   (1)財貨・サービスの移出入(純) 6,972 6,476 － － 9.0 8.8 5.4 ▲ 0.6

   (2)統計上の不突合 ▲ 8,531 ▲ 14,650 － － ▲ 11.1 ▲ 19.9 ▲ 8.5 ▲ 7.9

５ 県内総生産(支出側)

   　（１＋２＋３＋４）
77,112 73,450 2.2 ▲ 4.7 100.0 100.0 2.2 ▲ 4.7

６ 域外からの要素所得(純) 3,700 4,073 35.9 10.1 4.8 5.5 1.3 0.5

７ 県民総所得(市場価格表示)

　　　（５＋６）
80,813 77,523 3.4 ▲ 4.1 104.8 105.5 3.5 ▲ 4.3

項目
実額 寄与度構成比対前年度増加率
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財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合
県内総生産（支出側）
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７ 県内総生産（支出側、実質） 

物価変動の影響を取り除いた実質県内総生産は、生産側と同じく 7 兆 9,399 億円で、前年度

比 2.5％増となった。項目別の前年度比は、民間最終消費支出が 2.7％増、地方政府等最終消費

支出が 0.5％増、県内総資本形成が 3.8％減となった。（表６、図 10） 

 

表６ 県内総生産（支出側、実質※）  

 
※平成 27 暦年連鎖価格方式 

 

図 10 実質経済成長率と項目別寄与度の推移 

 

（単位：億円、％）

項目
３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度

１ 民間最終消費支出 41,335 42,442 2.0 2.7 53.4 53.5 1.1 1.4

    (1)家計 40,168 41,308 2.3 2.8 51.9 52.0 1.2 1.5

    (2)対家計民間非営利団体 1,168 1,133 ▲ 7.6 ▲ 2.9 1.5 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.0

２ 地方政府等最終消費支出 13,253 13,320 ▲ 0.4 0.5 17.1 16.8 ▲ 0.1 0.1

３ 県内総資本形成 21,583 20,765 8.8 ▲ 3.8 27.9 26.2 2.4 ▲ 1.1

   (1)総固定資本形成 21,294 19,654 1.9 ▲ 7.7 27.5 24.8 0.5 ▲ 2.1

　   ａ.民間 17,849 16,490 2.7 ▲ 7.6 23.0 20.8 0.6 ▲ 1.8

　　    (a)住宅 2,782 2,715 ▲ 9.5 ▲ 2.4 3.6 3.4 ▲ 0.4 ▲ 0.1

　　　  (b)企業設備 15,077 13,770 5.4 ▲ 8.7 19.5 17.3 1.1 ▲ 1.7

　   ｂ.公的 3,441 3,160 ▲ 1.7 ▲ 8.1 4.4 4.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4

   (2)在庫変動 370 1,189 － － 0.5 1.5 2.0 1.1

４ 財貨・サービスの移出入(純)・

　 統計上の不突合・開差
1,275 2,872 － － 1.6 3.6 2.3 2.1

５ 県内総生産(支出側)

   　（１＋２＋３＋４）
77,446 79,399 5.8 2.5 100.0 100.0 5.8 2.5

実額 構成比対前年度増加率 寄与度
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